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第１ 募集の趣旨                                                   

 長浜市商工会（以下「商工会」という。）は、令和２年４月東浅井商工会、びわ商工会及び長浜北商工会

が合併し発足しました。 

 この合併の協議では、今後の商工会運営が厳しい状況になることが予想されることから「合併による最

大限のメリットを引き出す」ために、職員が会員ニーズに沿った伴走型経営支援を進める体制づくりとして

本所の機能を一本化することになり地理的中心地でもある長浜市役所の湖北支所を新事務所として決

定しました。 

 合わせて旧３商工会で「財産利活用等推進委員会」を組織し、合併後に使用しなくなった会館等の処分

等について、検討を重ねてきました。 

 今回東浅井コミュニティセンター（旧浅井商工会館。以下「東浅井コミセン」という。）は、立地条件にも

恵まれ、構造的にも未だ強固であり、当分の間は事務所としての機能を果たすことが可能と判断し、売却

による有効利活用を図ることといたしました。 

なお、敷地については現在長浜市（以下「市」という。）との間で賃貸借契約を締結していることから、当

商工会の処分方針の決定に対しご理解をいただき、市においても東浅井コミセンの買受者に対し、市が

所有する土地を同時に売却する方針を決定いただきました。 

東浅井コミセンの売却に当たっては、建設時の会員の方々の熱意を考慮し、周辺地域との共存と地域

振興の向上に貢献できる民間事業者等の意欲的計画の参加を期待します。 

 

 

東浅井コミセンの売却による収入は「小規模事業経営支援事業費補助金等により取得等した商工会館に

係る財産処分の承認等について（通知）」（平成 21 年 12 月 9 日付け 平成 21・12・07 近畿第 58 号）に

より、建物分係る財産処分対価は「地域活性化特別会計」を設け、中小・小規模企業の経営もしくは技術の改

善発達を図るための事業、または地域社会の維持もしくは形成に資する地域的な事業その他の地域活性化に

資する事業に充てることとなります。 

 

 

 

 

第２ 売却物件及び土地（借地）の概要                                 

 １ 売却建築物等の概要 

   施設名 建築年 面積 構造 

東浅井コミュニティセンター 

（旧 浅井商工会館） 

平成 10年 延床面積 321.54㎡ 

１階面積 161.25㎡ 

２階面積 160.29㎡ 

鉄骨造瓦葺き 

２階建て 

付属建物として、融雪配管、外灯、看板、簡易倉庫があります 
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  ※建物は登記済です。 

  ※詳細は関係資料（物件調書、平面図）を参考にしてください。なお、物件調書は、応募者が物件の概

要を把握するための参考資料ですので、応募者自身において、現地及び諸規制について調査確認

を行ってください。 

  ※平面図は商工会事務所でも閲覧できます。 

 

２ 土地（借地）の概要（市の所有です。東浅井コミセン売却と同時に売却） 

所在地 地目 合計面積 

長浜市内保町字上三双 301 宅地 863.24㎡ 

※売買物件には防災行政無線拡声子局設備の敷地面積を含みます。買受け後、市との間で無償貸付    

けによる使用貸借契約の締結が前提となります。 

 

 

第３ 売却の条件                                                   

１ 東浅井コミセンの予定価格（最低売却価格） 

       商工会では、予定価格（最低売却価格）を決定しますが、非公開とします。 

最低売却価格には建物に係る消費税及び地方消費税相当額を含みます。 

         なお、市は土地の譲渡価格を 19,760,000円としています。 

   

２ 売却物件について 

   売却物件は現状有姿のまま売買契約の相手方（以下「買受者」という。）に売却します。 

 

３ 借地権譲渡の承認、借地権付き建物売買契約及び市有地売買契約 

 （１）市が所有する土地（借地）については、商工会が市に対し、借地権譲渡承認を求め、承認を得

た後、商工会が借地権付き建物を買受者に売却するのと同時に、市も買受者に売却することにな

ります。 

（2）買受者は、借地権譲渡申請に必要な書類について商工会に提出するものとします。 

（3）買受者よりご提出いただいた借地権譲渡申請に係る書類は、借地権譲渡申請する際に市に提

出するため、返却することはありません。 

（4）商工会は、借地権付き建物と市が所有する土地（借地）を同時に売却することで市と合意して

いるため、借地権譲渡申請に係る書類（誓約書等）が提出されない場合には、市に対して借地権

譲渡の承認を求めません。 

（5）市は、借地権譲渡の対象者としての適格判断のため、買受者の情報を警察当局に照会されます。

照会の結果、買受者が暴力団等に該当すると判明した場合には、借地権の譲渡承認はなされま

せん。 

（6）市の承認が得られた場合には、商工会は、買受者との間で、借地権付き建物売買契約（解除条
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件：不可分一体の契約を含む）を締結します。その契約締結日と同日において、買受者と市の間

で、市有地売買契約を締結することになります。 

（7）市と買受者の間で上記（6）市有地売買契約が締結できなかった場合、もしくは、締結後に契約

を解除された場合には、商工会との間で締結した借地権付き建物売買契約も無効となり、商工

会は引き続き建物所有者兼借地人となります。 

 

【借地権譲渡申請に係る書類】 

 借地権付き建物売買契約（案）、誓約書（商工会様式の写し及び市様式、実印押印）、 

土地建物利用計画書・事業計画書、印鑑登録証明書（発行日から３か月以内のもの。）、 

（法人の場合） 法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）、役員一覧表 

 

   【借地権付き建物と市有地の同時売却要綱】 

    市の取扱いについては、別添要綱を参照ください。 

 

4 契約上の条件 

 （１）公序良俗に反する使用の禁止 

   ア 買受者は、売買物件及び売買物件の土地（以下「売買物件等」という。）を暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法第 77号）第２条第２号に規定する暴力団その他反

社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用するなど公序良俗に反する用に使用

してはならない。 

     イ 買受者は、売買物件を第三者に使用させる場合には、当該第三者に対して上記アの定めに反す

る使用をさせてはならない。 

 

（２）風俗営業等の禁止 

       ア 買受者は、売買物件等を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法

律第 122号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業

及び同条第１３項に規定する接客業務受託営業の用に使用してはならない。 

     イ 買受者は、売買物件を第三者に使用させる場合には、当該第三者に対して上記アの定めに反す

る使用をさせてはならない。 

 

（３）賃貸等の禁止  

           ア 買受者は、売買物件の売買契約締結の日から起算して５年間（以下「指定期間」という。）は、売

買物件を第三者に賃貸し、又は売買物件に地上権、賃借権その他使用収益を目的とする権利

を設定してはならない。ただし、指定期間内にやむを得ない事由により商工会の書面による承認

を得たときはこの限りではない。 

           イ 買受者は、指定期間内に商工会の承認に基づいて第三者に賃貸し、または売買物件に地上権、

賃借権その他使用収益を目的とする権利を設定する場合は、上記（１）及び（２）に定める条件

を当該第三者に対し書面により承継し、遵守させなければならない。 
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（4）所有権移転の禁止 

ア 買受者は、指定期間内は売買物件を第三者に所有権移転し、又は売買物件に地上権、賃借権

その他使用収益を目的とする権利を設定してはならない。ただし、指定期間内にやむを得ない

事由により商工会の書面による承認を得たときはこの限りではない。 

     イ 買受者は、指定期間内に商工会の承認に基づいて第三者に所有権移転し、又は売買物件に地

上権、賃借権その他使用収益を目的とする権利を設定する場合は、上記（１）及び（２）に定める

条件を当該第三者に対し書面により承継し、遵守させなければならない。 

 

（５）用途指定等の制限 

      上記（１）から（４）のほか、買受者は次の項目を遵守しなければならない。 

ア 指定期間内は、用途を変更してはいけない。なお、指定期間内に新たな事業を実施する場合は、

関連する法令を遵守のうえ、事前に商工会へ書面により協議しなければならない。 

イ 事業の実施に著しい支障が生じた場合は、商工会へ書類により協議しなければならない。 

 

（６）実地調査 

    上記（１）から（５）について、商工会が必要と認めるときは実地調査を行い、又は所要の報告若し

くは資料の提出を求めることができるものとし、それに対し買受者は協力しなければならない。 

 

（７）違約金 

      上記（１）から（５）の条件に違反した場合は、売買代金の１００分の３０に相当する金額（その額に

１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げた額）を、（６）の義務に違反した場合

は、売買代金の１００分の１０に相当する金額（その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げた額）を商工会に支払わなければならない。 

 

（８）契約不適合責任 

    買受者は、売買物件の売買契約締結後、売買物件に数量の不足、その他隠れた瑕疵（土壌汚染

地盤沈下、地下埋設等の隠れた瑕疵）のあることを発見しても売買代金の返還若しくは減免、損

害賠償の請求又は契約の解除をすることができない。 

 

（９）相隣関係 

    買受者は、自己の責任と費用負担にて境界に係る問題をすべて処理するものとする。この場合は、

買受者は、商工会に対して損害賠償その他請求及び異議、苦情の申し立てはできない。 

 

（10）契約の解除 

買受者が契約に定める義務を履行しないときは、相当の期限を定めて催告のうえ契約を解除する

ことができる。 
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第４ 買受希望者の資格                                              

１ 買受希望者の資格 

  次の要件を満たしている日本国民（個人）または日本国内で法人登録をしている法人とします。 

（１）長浜市役所支所設置条例（平成１８年条例第 16号）第２条に規定の長浜市役所浅井支所所管

区域内に住所又は事務所を有する商工会々員であること。  

（２）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4第 1項に規定する者でないこと。 

  （３）所得税、法人税、消費税及び地方消費税並びに県市町村税を滞納していないこと。 

（４）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立てをしている者（更正手 

続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再

生手続開始の申立てをしている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第 2号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）若しくは同条第 6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）（以下これらを

「暴力団等」という。）又は次のいずれかに該当する者（法人の役員が次のいずれかに該当する場

合を含む。）でないこと。 

  ア 暴力団員でなくなった日から 5年を経過していない者 

イ 募集に付する市有地を暴力団の事務所又はその敷地その他これらに類する目的で使用しよ

うとする者 

        ウ 法人の役員等が暴力団員である者又は暴力団員がその経営に実質的に関与している者 

        エ 自己、自社若しくは第三者に不正な利益を得る目的又は第三者に損害を加える目的で暴力

団等を利用している者 

        オ 暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の

維持運営に協力し、又は関与している者 

        カ 暴力団等の社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ 暴力団等であることを知りながら不当に利用している者 

  （６）前記（１）から（５）までのいずれかに該当する者の依頼を受けて応募しようとする者でないこと。 

 （７）前記（１）から（５）までのいずれかに該当する者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、

支配人その他の使用人として使用した者でないこと。 

  （８）今回の商工会所有財産の売却関する事務に従事する商工会職員でないこと。 

  （９）その他、商工会が特別な理由で不適格と判断する者でないこと。 
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【参考】長浜市役所支所設置条例（抜粋） 

（名称、位置及び所管区域） 

第２条 法第 155条第２項の規定に基づき、振興局及び支所の名称、位置及び所管区域は、次のとおり

とする。 

名称 位置 所管区域 

長浜市役所浅井支

所 

長浜市内保町 2490番地１ 内保町 大路町 三田町 大依町 八島町 平塚町 尊

勝寺町 山ノ前町 西野町 尊野町 湯次町 高畑町 

力丸町 野田町 木尾町 上野町 小室町 黒部町 竜

安寺町 谷口町 北野町 池奥町 瓜生町 田川町 須

賀谷町 北ノ郷町 東野町 小野寺町 醍醐町 徳山

町 飯山町 当目町 大門町 乗倉町 西主計町 東主

計町 南郷町 相撲庭町 今荘町 佐野町 南池町 北

池町 法楽寺町 野村町 野瀬町 草野町 高山町 寺

師町 西村町 太田町 郷野町 鍛治屋町 岡谷町 

 

 

 

【参考】暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抜粋） 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に 

定めるところによる。 

(１)暴力的不法行為等 別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違法な行

為をいう。 

(２)暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的 

に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 

(３)指定暴力団 次条の規定により指定された暴力団をいう。 

(４)指定暴力団連合 第４条（指定暴力団の連合体として指定）の規定により指定された暴力団をい

う。 

(５)指定暴力団等 指定暴力団又は指定暴力団連合をいう。 

(６)暴力団員 暴力団の構成員をいう。 

(７)暴力的要求行為 第９条（暴力的要求行為の禁止）の規定に違反する行為をいう。 

(８)準暴力的要求行為 一の指定暴力団等の暴力団員以外の者が当該指定暴力団等又はその第９

条に規定する系列上位指定暴力団等の威力を示して同条各号に掲げる行為をすることをいう。 
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 ２ 共同での応募 

   共同事業者として複数の個人または法人が共同して応募することもできます。この場合、次の事項に

留意ください。 

  （１）共同事業者の名称を設定し、共同事業者の代表となる個人または法人（以下「代表事業者」とい

う。）を定めてください。なお、代表事業者の変更は、原則として認めません。 

  （２）共同事業者の構成する個人または法人のいずれかが、上記１の要件を満たしていない場合は、応

募することができません。 

  （３）同一事業者が複数の共同事業者の構成員を兼ねることができません。 

 

 

第５ 買受希望価格の受付                                           

１ 受付方法 

    買受希望者は、商工会が定める日程に買受希望価格書等を提出し、審査結果をふまえ商工会が買

受者を決定します。 

 

２ 買受希望価格書の受付日程・場所・提出書類及び提出方法 

    受 付 日：令和２年 10月 14日（水） 午前 9時から 10時まで 

    受付場所：長浜市商工会事務所 総務課 

    提出書類：買受希望価格書、誓約書、買受希望者概要書及び法人の場合役員一覧を封筒に入れ封

印のうえ提出して下さい。    

    提出方法：受付場所への持参提出とします。郵送による提出は受け付けません。 

 

 

   ※ご注意ください※ 

      買受希望価格書には、売却建築物等（東浅井コミセン）の価格を記載ください。（消費税及び 

地方消費税を含んだ価格） 

      また、市の土地の価格 19,760,000円を含まない価格となりますので十分ご留意ください。 

 

 

３ 審査と確認 

    受付終了後、長浜市商工会財産利活用等推進委員会（以下「利活用委員会」という。）において提出

書類を開封し、次の項目について審査及び確認します。 

 （１）利活用委員会の審査・確認は、買受希望価格書、誓約書及び買受希望者概要書で実施します。 

 （２）利活用委員会は、予定価格（最低売却価格）以上で最も買受希望価格の高い買受希望者を買

受者として決定します。 

 （３）最も買受希望価格の高い買受希望者が複数の場合、再度その者を対象として買受希望価格書

の提出を求め、買受希望価格の高い買受希望者を買受者として決定します。 
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  （４）すべての買受希望価格が予定価格（最低売却価格）未満の場合、予定価格（最低売却価格）と

の差が１０％未満の範囲内である買受希望価格の内、買受希望価格の最も高い買受希望者を

予備交渉権者として決定し、利活用委員会と価格交渉をすることがあります。 

   （５）次に該当する場合は、失格とし、利活用委員会での審査と確認は行いません。 

      ア 応募者が資格要件を満たさなくなった場合（共同事業者の場合、構成員のいずれかが資格要

件を満たさなくなった場合を含みます。） 

      イ 提出書類に虚偽又は不備があった場合 

      ウ 契約の履行が困難と認められる場合 

      エ 応募者が個別に利活用委員会委員と接触を持つなど審査の公平性を害する行為があった事

が確認された場合 

      オ その他利活用委員会で、本物件の買受者として不適切と判断された場合 

  

４ 審査結果の通知及び公表 

  （１）審査結果は書面で通知します。 

  （２）財産の売却の概要や応募状況、審査結果については商工会のホームページに掲載します。 

  （３）応募者は審査結果についての異議申立、審査の経緯を個別に問い合わせることはできません 

 

 

第６ 契約                                                         

１ 契約の締結 

    （１）商工会は買受者との間で細目にわたる協議を行い、合意後、売却建築物の売買契約を締結する

ものとします。 

    （２）商工会は予備交渉権者と協議のうえ、合意に至れば、予備交渉権者を買受者とした契約を締結で

きるものとします。 

     （３）契約は、必ず買受者名義で締結してください。共同事業者で参加した場合は、参加者全員の名義

で締結してください。その場合は、契約締結までに持分を決定しておいてください。 

     （４）契約書に添付する収入印紙及び契約の締結に関して必要な費用は、買受者の負担とします。 

  （６）別添の売買契約書（案）は標準的な契約条項を示していますので、必要に応じて契約条項を調整

することがあります。 

  （７）買受者の地位を辞退したい場合は、あらかじめ来所の日時を電話で連絡のうえ、辞退届（任意様

式）を商工会に提出してください。 

  （8）借地権付き建物売買契約には、市との市有地売買契約の締結後、市との契約を解除された場合、 

      商工会との間で締結した借地権付き建物売買契約が無効となる特約条項があります。 

  （9）借地権付き建物売買契約及び市有地売買契約日は、両方の契約締結日が同日になるよう買受

者、市及び商工会が調整するため、手続きが円滑に進むようにご協力をお願いします。 

 

２ 契約保証金（市の取扱いも同様です。） 
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  （１）売買契約締結時、契約保証金として売買代金の１００分の１０に相当する額（その額に１，０００円未

満の端数が生じたときは、その端数を切り上げた額）以上の額を審査結果通知に示す日までに納

入していただきます。 

  （２）契約保証金は、売買代金の一部に充当することができます。 

  （３）契約保証金には利子は付けません。 

  （４）売買代金の支払いが行われず契約が解除された場合、契約保証金は返還しません。 

 

３ 売買代金の支払い 

    契約締結後、商工会が発行する納入通知書により指定期限までに全額をお支払いしていただきます。

納入期限は契約の日から３０日以内とします。 

 

４ 物件の引渡し及び所有権移転登記（市の取扱いも同様です。） 

  （１）売買物件の所有権は、売買代金が完納されたときに、移転するものとします。 

  （２）売買物件は、所有権が移転したときに、現状有姿のまま引渡しとなります。 

（３）所有権移転登記に要する登録免許税は、買受者の負担とします。 

（4）所有権移転登記に要する一切の費用は、買受者の負担とします。 

 

５ 公租公課 

   売買物件の引き渡し後に発生した公租公課等は、買受者の負担とします。 

 

６ 利用開始時期 

   買受者として決定した後も、売却までの間は手続きに一定時間を要しますのでご了承ください。 

 

 

第７ 注意事項                                                      

 １ 売却物件に係る税金は、すべて買受者の負担となります。国、県及び市の納税担当部署に確認してく

ださい。 

 ２ 売却物件に係る一切の手続きは、買受者の責任において行ってください。 

 ３ 買受者は速やかに地元自治会に対し必要な手続等を完了し、周辺住民や地元自治会と良好な関係

の保持に努めてください。 

 

 ４ 質疑応答 

 （１）質問方法 

受付期間：令和２年 10月５日（月）から令和２年 10月７日（水）午後 5時まで 

提出方法：質問書（様式第  号）を電子メールにより提出してください。 
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 電子メール送信後に提出先へ電話で受信確認をしてください。 

提 出 先：長浜市商工会 

 E-mail  info@nagahamasci.or.jp 

※受付期間以外の質問には、原則として回答しません。 

※質問書以外の方法（口頭、電話、ＦＡＸ等）による質問は受付けません。 

 

（２）質問書への回答 

  質問に対する回答は、競争上の地位その他正当な利害を害するおそれのあるものを除き、商工会

ホームページに掲載します。掲載時期は、令和２年 10月８日（木）を予定しています。 

5 現地見学 

（１）実施方法   

見学日：令和２年 10月 6日（火） 

        午前 10時から正午まで 

   参加方法：見学を希望する場合は見学日当日、現地にお越しください。 

 

（２）注意事項 

ア 指定された日時以外の外部からの見学について特に期限は設けませんが、施設内への立ち入り

は固くお断りします。 

 イ 見学に際し、路上駐車等により周辺住民に迷惑がかからないよう配慮してください。 

 

６ 資料の閲覧 

  売却物件にかかる図面等の資料は閲覧することができます。 

（１）実施方法   

   閲覧期間：令和 2年 10月５日（月）から令和２年 10月７日（水）まで 

        午前 9時から午後 5時まで 

   閲覧方法：閲覧を希望する場合は長浜市商工会へ電話で連絡し来所してください。 

   閲覧場所：長浜市商工会事務所 

 

（２）注意事項 
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  ア 資料は売買物件の購入を検討するための参考資料であり、現状と相違している場合は、現状を

優先します。 

  イ 資料の貸与や複写はできません。   

 

 

第８ 応募・問い合わせ先                                             

 長浜市商工会（長浜市役所湖北支所１階） 総務課 

  〒529-0341 滋賀県長浜市湖北町速水 2745番地 

  電 話 0749-78-2121 

  ＦＡＸ 0749-78-1300 

  E-mail info@nagahamasci.or.jp 

 

 ※実施要項、応募書類はホームページにも掲載しています。 

 

  

mailto:info@nagahamasci.or.jp


12 

 

長浜市商工会所有財産売買契約書（案） 

 長浜市商工会会長押谷小助（以下「甲」という。）と、○○ ○○（以下「乙」という。）とは、次の条項により長浜

市商工会所有財産の売買契約を締結する。 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

 （売買物件） 

第２条 甲は、次に掲げる建物（以下「売買物件」という。）を乙に売り渡し、乙はこれを買い受けるものとする。 

  （建物） 

所 在 地 長浜市内保町字上三双 301番 

種  類 構  造 床面積（㎡） 摘  要 

 

事務所 

 

鉄骨造瓦葺２階建 

１階 １６１．２５㎡ 

２階 １６０．２９㎡ 

（延べ ３２１．５４㎡） 

平成１０年 

１２月２５日 

新築 

付属建物 融雪配管、外灯、看板、簡易倉庫 

 （売買代金） 

第３条 売買物件の売買代金は、次のとおりとする。 

             金○○,○○○,○○○円（うち消費税及び地方消費税相当額 金○○,○○○円） 

（契約保証金） 

第４条 甲及び乙は、この契約を締結するにあたり、乙が甲に契約保証金として金○○,○○○円を支払ったこと

を確認する。 

２ 前項の契約保証金には、利子を付さない。 

 （売買代金の納付） 

第５条 乙は、第３条に定める売買代金を甲が指定する期日までに、甲が発行する納入通知書により、甲に支払わ

なければならない。 

２ 前条第１項に規定する契約保証金は、売買代金の一部に充当することができる。 

 （所有権の移転及びその時期） 

第６条 売買物件の所有権は、売買代金が完納されたときに、甲から乙に移転するものとする。 

２ 売買物件は、前項の規定によりその所有者が移転したときに、乙に対して現状有姿のまま引き渡しがあったも

のとする。 

 （建物の所有権の移転登記） 

第７条 建物の所有権の移転登記は乙がするものとし、甲はこれに必要な書類等を乙に提供するものとする。 

２ 前項の登記に要する費用は、乙の負担とする。 

 （危険負担） 

第８条 この契約の締結の日から売買物件の引渡しの日までの間において、甲の責めに帰することのできない事

由により、売買物件に滅失、き損等の損害を生じた場合は、乙は、甲に対して売買代金の減免を請求することが

できない。 
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２ 甲は、売買物件の引渡し後において売買物件に関して土壌汚染その他の汚染があることが判明した場合にお

いても、乙は、甲に対して売買代金の減免若しくは当該汚染の浄化費用その他乙が受けた損害の賠償請求又

はこの契約の解除をすることができないものとする。 

 （相隣関係等） 

第９条 乙は、自己の責任と費用負担にて境界に係る問題をすべて処理するものとする。 

２ 前項の問題について、乙は、甲に対して損害賠償その他の請求及び異議、苦情の申し立てはできない。 

 （契約不適格責任） 

第１０条 乙は、この契約締結後、売買物件に数量の不足その他隠れたかし（地盤沈下、地下埋設等の隠れたか

し）のあることを発見しても、甲に対して売買代金の減免若しくは損害賠償の請求又はこの契約の解除をするこ

とができない。ただし、乙が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条第１項に規定する消費者である場

合は、この契約の締結の日から２年間は、甲は協議に応じるものとする。なお、甲の責任の範囲は、売買代金の

額を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は、建物の老朽化等のため、建物の隠れたかしに付き一切の担保責任を負わな

いものとする。 

 （公序良俗に反する使用の禁止） 

第１１条 乙は、売買物件及び売買物件上に建設した建物（以下「売買物件等」という。）を暴力団による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団その他反社会的団体及

びそれらの構成員がその活動のために利用するなど公序良俗に反する用に使用してはならない。 

 （売買物件の賃貸等の禁止） 

第１２条 乙は、この契約の締結の日から起算して５年間（以下「指定期間」という。）は、売買物件を第三者に賃

貸し、又は売買物件に地上権、賃借権その他使用収益を目的とする権利を設定してはならない。ただし、指定期

間内にやむを得ない事由により甲の書面による承諾を得たときはこの限りでない。 

２ 乙は、指定期間内に甲の承認に基づいて第三者に賃貸し、又は売買物件に地上権、賃借権その他使用収益を

目的とする権利を設定する場合は、この契約に定める乙の義務を当該第三者に対し書面により承継し、遵守さ

せなければならない。 

 （風俗営業等の禁止） 

第１３条 乙は、売買物件等を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業及び同条第１３項に規定する

接客業務受託営業の用に使用してはならない。 

 （売買物件の譲渡の禁止） 

第１４条 乙は指定期間内に売買物件を第三者に所有権移転してはならない。ただし、指定期間内にやむを得な

い事由により甲の書面による承諾を得たときはこの限りでない。 

２ 乙は、指定期間内に甲の承認に基づいて第三者に所有権移転を行う場合は、この契約に定める乙の義務を当

該第三者に対し書面により承継し、遵守させなければならない。 

 （実地調査等） 

第１５条 甲は、この契約に規定する乙の義務の履行状況について必要があると認めるときは、随時実地に調査

し、又は所要の報告若しくは資料の提出を求めることができる。この場合において、乙は甲の調査を拒み、妨げ、

若しくは忌避し、又は報告若しくは資料の提出を正当な理由なくして怠ってはならない。 
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 （違約金） 

第１６条 乙は、第１１条から第１４条までの条件に違反した場合には、違約金として甲に対して売買代金の１００分

の３０に相当する額（その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げた額）を支払わなけ

ればならない。 

２ 乙は、前条の義務に違反した場合には、違約金として甲に対して売買代金の１００分の１０に相当する額（その

額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げた額）を支払わなければならない。 

３ 第１項及び前項の違約金は、違約罰であり、第１８条第４号及び第２０条に規定する損害賠償の予定又はその

一部とは解釈しない。 

 （契約の解除） 

第１７条 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、直ちに何らの催告を要せずにこの契約を解除す

ることができる。 

 （返還金） 

第１８条 甲が、前条の規定の基づきこの契約を解除したときは、次によるものとする。 

 (1) 売買代金が支払われていないときは、契約保証金は違約金として甲に帰属するものとする。 

 (2) 既に売買代金が支払われたときは、甲は、乙に対し、既納の販売代金に利子を付けないで返還するものと

する。ただし、第５条第２項の規定により契約保証金の充当が既になされたときは、その相当額を違約金とし

て既納の売買代金から差し引いたうえ、残額を返還するものとする。 

 (3) 前項以外の乙が負担した契約費用及び売買物件に支出した必要費、有益費その他一切の費用は、返還し

ないものとする。 

 (4) 甲に損害があった場合、甲は乙にその賠償を請求することができるものとする。 

 (5) 乙に損害があった場合でも、乙は甲にその賠償を請求することができない。 

 (6) 第１号及び第２号の違約金は、違約罰であり、第４号及び第 20条に規定する損害賠償の予定又はその一

部とは解釈しない。 

 （原状回復） 

第１９条 甲が第１７条の規定によりこの契約を解除したときは、乙は自己の費用と責任において、売買物件を原

状に回復し、甲の指定する期日までに返還しなければならない。ただし、甲が原状に回復することを必要しない

と認めるときは、この限りではない。 

 （損害賠償） 

第２０条 乙は、この契約に定める義務を履行しないために甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければ

ならない。 

 （返還金の相殺） 

第２１条 甲は、第１８条第２号の規定により売買代金を返還する場合において、乙が同条第４号の損害賠償金を

甲に支払うべき義務があるときは、返還する売買代金と当該損害賠償金を相殺することができるものとする。 

 （契約の費用） 

第２２条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

 （公租公課等の負担） 

第２３条 売買物件の引渡し後に発生した公租公課等は、乙の負担とする。 

 （法令等の遵守） 
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第２４条 乙は、売買物件を利用するにあたっては、当該売買物件に係る法令等の規制を遵守しなければならな

い。 

 （管轄裁判所） 

第２５条 この契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の所在地を管轄する地方裁判所を管

轄裁判所とする。 

 （疑義の決定等） 

第２６条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関し疑義を生じた事項については、甲乙協議のうえこれを決

定するものとする。 

（解除条件） 

第２７条 この契約は、乙が長浜市との間において別途契約することとなる市有地売買契約（本売却物件が建って

いる土地）と不可分一体のものであり、市有財産売買契約が不成立となった場合には本契約も失効するものと

します。 

 

 

 この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえそれぞれ１通を保持する。 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

甲   長浜市湖北町速水２７４５番地 

       長浜市商工会 

             会長 押谷小助        ㊞ 

 

 

乙                
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様式第１号 

誓 約 書 

私は、長浜市商工会が実施する「東浅井コミュニティセンターの売却実施要項」（以

下「実施要項」という。）に基づく売却行為に参加するにあたり、次の事項を誓約しま

す。 

１ 実施要項第４の1（買受希望応募者の資格）に規定する事項に該当しません。 

２ 実施要項、物件調書、長浜市商工会所有財産売買契約書（案）等、全て承知のう

えで買受希望価格書を提出いたしますので、後日これらの事柄について長浜市

商工会に対し一切の異議及び苦情を申し立てません。 

３ 売却物件の利活用にあたっては、法令上の規制を遵守します。 

令和   年   月   日 

長浜市商工会長 押谷 小助 様 

買受希望応募者 

住 所 

 （法人の場合は所在地） 

氏 名                                  ㊞ 

（法人の場合は法人名・代表者名） 
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【共同の場合】 

共同希望者 

住 所 

 （法人の場合は所在地）                                  

氏 名                                ㊞ 

（法人の場合は法人名・代表者名）                         

共同希望者 

住 所 

（法人の場合は所在地）                                  

氏 名                                ㊞ 

（法人の場合は法人名・代表者名）                          

共同希望者 

住 所 

（法人の場合は所在地）                                  

氏 名                                ㊞ 

（法人の場合は法人名・代表者名）                          
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様式第２号 

買受希望者概要書 
令和   年   月   日 

個人・法人名  

代表者職・氏名  

主たる所在地 

〒 

法人設立年月日        年  月  日 

資本金等              円 

従業員数 
正社員（正規職員）     人／その他      人 

合計       人 

主な事業内容  

売却物件の 

利活用計画 
 

担当者連絡先 

氏名：          部署・役職： 

電話：          ＦＡＸ： 

メール： 

 

注１ 欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。 

注２ 各項目の幅は適宜調整してください。 
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様式第３号 

役 員 一 覧 

令和   年   月   日 

長浜市商工会会長 押谷 小助 様 

所 在 地 

法 人 名 

代表者名                        ㊞ 

以下記載事項に相違ありません。 

役職名 

 

（ふりがな） 

氏 名 

性 別 住 所 生 年 月 日 

 

  男・女 

 

 明・大・昭・平 

年 月 日 

  男・女 

 

 明・大・昭・平 

年 月 日 

  男・女 

 

 明・大・昭・平 

年 月 日 

  男・女 

 

 明・大・昭・平 

年 月 日 

  男・女 

 

 明・大・昭・平 

年 月 日 

  男・女 

 

 明・大・昭・平 

年 月 日 

  男・女 

 

 明・大・昭・平 

年 月 日 

（備考） 

１ 該当する性・年号を○で囲んでください。 

２ 本様式には、「法人登記事項証明書に記載されている役員全員」及び「支店又は営業所を

代表する 

者で役員以外の者」を記載すること。 
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（様式第４号） 

                                                           令和   年   月   日 

 

買 受 希 望 価 格 書 

    長浜市商工会長  様 

                                 申込者（共同事業者の場合は代表者） 

                                  所在地 

個人・法人名 

代表者名                         ㊞ 

令和 2年 10月 1日付けで開始された、東浅井コミュニティセンターの売却実施要項に記

載された内容を承諾のうえ、買受希望価格を下記のとおり提出します。 

 

記 

 

 

買  受 

希  望 

価  格 

千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円 

        

 

注 1：金額は、算用数字を右詰で記入し、最初の数字の前に「￥」を記入してください。 

注 2：建物に係る消費税及び地方消費税を含む金額を記入ください。 

注 3：市の土地の価格は含まないでください。 
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（様式第５号） 

                                                           令和   年   月   日 

 

質   問   書 

    長浜市商工会長  様 

                                 申込者（共同事業者の場合は代表者） 

                                  所在地 

個人・法人名 

代表者名                         ㊞ 

令和 2年 10月 1日付けで開始された、東浅井コミュニティセンターの売却実施要項に記

載された内容等に関し次のとおり質問します。 

 

 

 

注 1：質問事項には、資料名（実施要項等）とページ数、項目を記入ください。 

注 2：質問内容は簡潔に記入ください。 

注 3：質問項目が複数ある場合は、番号を付けてください。 

 


